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戦間期日本資本主義の歴史的前提
一戦間期日本資本主義の研究(1)－
村上和光
はじめに 発点をなし，現代の日本国独資の原型を形成し
たとみなしうる，両大戦間期における日本資本
主義の構造分析にまず着手していくことにしよう。
その場合，まずこの本稿では，これ以後に展
開されるべき具体的分析の大前提として，やや
序論的に，この戦間期分析のための分析視角確
定をねらいとしつつ，戦間期日本資本主義の到
達水準を，日本資本主義の明治維新以来の特質
という「タテ」の面と，1930年代期世界資本主
義の現実の特質という「横」の面とから考察を
すすめてみたい。その点で戦間期日本資本主義
に関するいわば「歴史的前提」の考察がさしあ
たり本稿の目標である。
世界資本主義の有機的一環をなす日本資本主
義は現在大きな転機にたっているとみてよい。
というのも－後に立入って考察することにな
るが－，現代の資本主義が，その成立の事情
からして，階級宥和策と資本蓄積促進策という
二正面的戦略を通して体制の組織化とそれによ
る反革命体制の構築を課題としており，そして
そのような現代資本主義の体制的課題がいずれ
もある程度水準の経済成長を条件としている以
上，現代の日本資本主義が長期不況から容易に
脱出できずに現代資本主義としての体制的課題
を自ら実現できなくなるとすれば，その存立自
体が問われることは当然だからである。
しかしそうはいっても，このことから日本資
本主義の限界α破綻さらには日本資本主義の社
会主義的変革の展望がただちにでてくるわけで
はもちろんない。つまり，１つは，社会変革の
ためには変革主体の成長が必要であり，その
分析が不可欠だからであるとともに，もう１つ，
いまみたような国独資の現代的困難性という一
般論をふまえた，日本資本主義の特殊性に関す
る具体的分析がさらになければ変革の戦略はま
だたちえようがないからである。そこでこのよ
うな視点に立ちつつ以下日本国独資の構造的特
質をあきらかにすることを試みたいが，その課
題の力点は日本の国独資としてのその特質にあ
るわけだから，現代日本資本主義の特質そのも
のを分析するに先だって，それを特徴づける出
Ｉ問題点の確定一連続説と断絶説
〔１〕この戦間期日本資本主義の国独資とし
ての特殊構造分析に関する視角およびその論点
の採用に関しては多岐な選択がありえ，またそ
れについては多様な議論がこれまで展開されて
きた')が，とりあえずここでは，戦前と戦後との
間の，日本国独資をめぐる「連続説」と「断絶
説」との論争を素材としつつその分析課題・視
角・論点などの整理をおこなっておくことにす
る。ところでこの「連続説」－｢断絶説」の論争
は，直接的には，第２次大戦後の「戦後改革｣2）
が戦前の日本資本主義の構造といかなる関係に
あるか，という議論に関連して展開されたもの
だが，そのそれぞれの主張が，戦前期国独資の
－特にその新しい局面を形成した戦間期国独
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として把握することによって，1930年代日本資
本主義の特質とともに戦後改革の意義をも的確
に解明できる，ということにこそこのアプロー
チのメリットがあるとされているわけであり，
まさにそれは「連続説」といってよいものであ
ろう。
つぎに，以上のような「機能論的視角」にた
ちつつ，この「連続性」の内容を前提とした場
合，戦後改革と国独資との関係はどのように理
解できるかが,「財閥解体」・「農地改革」・「労働
改革」の３つにそくして具体的に考察される。
まず第１は「財閥解体」である。まず，この財
閥解体の効果が,「それは日本の国家独占資本主
義体制が成熟し，その結果として，独占体が新
しい形態をとりうるようにもなったし，またと
らざるをえなくもなった｣8)という，財閥解体の
国独資的適合性の実証の点でおさえられたうえ
で次にこの財閥解体の必然性の「前史」が1930
年代に求められていく。つまり，「1930年代以
降，日本資本主義が国家独占資本主義体制への
推転をとげてゆくなかで｣,)，財閥の重化学工業
分野への進出にともない，①「専門的経営者の
役割が重要になって｣｢一族支配は形式的にも実
質的にも大幅に修正された」点および②「巨大
な資本調達が必要になってくる」ため「株式の
公開と分散が大幅にすすめられた」点，という
「合理化された形態」への変質が生みだされた
とされ'0)，その点から，「財閥解体には一定の前
史があり，それは国家独占資本主義の成立・発
展のなかで必然になったものであること」’1)が
強調される。
つぎに第２は農地改革である。まず農地改革
の特徴を「旧来の地主的土地所有」の大幅な排
除による「自作農的土地所有」の全面的創出，
およびそれを補強する｢小作権の強化」「小作料
の金納･低率化」でおさえつつ，その改革の「前
史」が以下検討されていく。最初に「事実関係」
の「前史」が，①帝国主義段階への移行にとも
なう地主制の崩壊化と，②国独資のもとでのい
わゆる「大型小農化傾向」出現の点で示されて，
資の－性格把握をその基礎に前提としている
ことはいうまでもない。そこでここでは，両説
の戦間期国独資把握に特に焦点をあわせて論点
整理をすすめるが，さしあたり以下では，大内
カ氏の「連続説」を柱としてとりあげながら，
それに対する「断絶説」からの批判を大石嘉一
郎氏の説に代表させて検討することによって戦
間期日本国独資分析に関する問題の所在をあき
らかにしていこう。
さてまず大内カ氏の「連続説」を検討しよう。
ここではとりあえず大内力「戦後改革と国家独
占資本主義｣3)にそって大内氏の立論をフォ
ローしていくことにするが，まず最初に戦後改
革論に関する方法論が問題とされ,「戦前なり戦
中なりの日本の社会なり経済なりについて一定
の構造」－－具体的には「多くのばあい半封建
的な寄生地主制といったような型」－｢を想
定」しつつ「戦後改革は，いわば外からこの構
造を何らか変革する作用を果し，その結果，戦
後には戦前とは異なった構造ができあがっ
た｣いとする，一般性と切断された発展のない静
態的な「構造論的アプローチ」がまず検討・批
判されたうえで，つぎに｢機能論的アプローチ」
が提起される。つまり，この「機能論」の意味
を，⑤「ひとつは，いうまでもなく，戦後改革
をも内外の資本主義の一定の歴史的発展の産物
として｣－｢よりくわしくいえば，それをアメ
リカおよび日本の，1930年代以来展開してきた
国家独占資本主義の一機能として｣－｢理解す
るという側面｣5)と，⑥｢もうひとつは，戦後改
革は，このような国家独占資本主義をよりよく
機能させるための条件であったという側面」‘)，
とのこ側面から把握したうえで，この「視角」
のメリットとして，①戦後改革の「歴史的必
然性」の明確化，②日本の戦後改革の先進資
本主義国との共通性の把握,③1930年代以降に
おける，「改革の，いわば先験的な諸現象とその
もついみ」との正当な評価，が指摘される？)。
つづめていえば，戦前・戦中・戦後を「発展」
および「一般性」の視点から，１つの「連続」
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そもそも国独資は「地主制の解体と自作農土地
所有の拡大」’2)をいっそう前進させるものであ
ることが確認されたあと，つづいて「政策とし
ての前史｣に入る。そこでは，①1910年代の帝
国主義化による社会政策の一環としての「小作
立法｣や自作農創設事業,さらには1938年の｢農
地調整法」の成立と，②戦時体制における，一
方での自作農創設事業の拡大・未耕地の強制的
開放・小作料の統制および引下げの展開と，他
方での「小作料の代金納化」・米価の政策的統制
進展とが指摘されることによって,「地主制の排
除が政策上もかなり果敢におしすすめられ，そ
の結果,農地改革のはじまるまえに,地主的土地
所有は事実上いちじるしく弱体化していた」'3）
ことが示されていく。こうして｢農地改革の政策
イデオロギー」における「連続性」が主張され
るが，そのうえで，その効果・意義が，①国独
資のもつ,｢他の階級にたいする宥和の体制でも
ある」という特質，および②「国家独占資本主
義が農民を直接把握する必要をもっているこ
と」で把握され，最終的には，「それらはいずれ
にせよ，国家独占資本主義のもつ内在的傾向の
急性的な促進だったのであり，そこにその歴史
的本質があったのである」と総括される'4)と
いってよい。
さらに第３に「労働改革」が検討される。ま
ず労働改革展開の背景を,「労働者にある枠のな
かで団結権をみとめ，資本家との交渉によって
みずからの状態を改善する可能性ないしは期待
感をかれらにもたせ｣'5)ることによって｢労働問
題を資本主義の枠のなかでも緩和ないし『解消』
できることを労働者階級に納得させ，社会主義
からかれらを遠ざけるためには不可欠の要件
だった｣'6)という,体制内化作用としての社会政
策一般で把握したうえで，さらに，国独資期の
労働対策の特有なあり方がすすんでつぎのよう
に考察される。つまり，この｢労働政策｣が｢民
主主義」型と「ファシズム」型とでは「異った
形」であらわれるという問題だが，しかし，日
本のようなファシズム体制にあっても，「ただ労
働者を一面的に弾圧し，搾取を強めるだけでは
労働者の消極的なものにせよ反抗が強まるばか
りでかならずしも目的はたっせられない」から
「上からではあれ労働者を組織し，一定の活動
を展開させようとする」し，さらに「注目して
おくべきは｣，公共事業や軍備の拡大によって
「ファシズムのもとでも完全雇用が強く追求さ
れていることであ」るとされる。要するに「も
ともと国家独占資本主義というのは……宥和の
体系であ」り「階級対立を緩和しつつ体制の危
機を回避することをそもそもの目的として」い
る以上，ファシズムという「ある特定の条件の
もとでは，このような宥和政策がむしろ逆の形
をとって，労働者の権利を剥奪しつつ，むしろ
これを強圧的に資本の運動のなかに包摂しよう
とする力が働く」とはしても－｢それすら－面
では宥和政策をそのうちにふくんでいた」が
－，「労働者の権利の拡大や労働者保護の充実
がはかられるのはあるいみでとうぜんのことな
のである」とまとめられていく'7)。
さらに，国独資のもつ労働政策展開条件に関
してふれられ，①賃金上昇の価格への上のせ→
実質賃金の上方硬直化を可能にする,「国家独占
資本主義の一般的な背景をなしているインフ
レーション」と②政策展開の余力を資本に与え
る「寡占体制の成立」とが指摘されつつ，結局
この労働政策の展開は「もはや資本にとっては，
かならずしもその利潤の蚕食にはならないもの
に転化されているのであり，いわば独占資本
がみずからの腹を痛めないで宥和政策を展開で
きる｣'8)ことになっていることが確認される。
こうしてこの「労働改革」も「また国家独占
資本主義の中で必然になる労働対策を一挙に実
現するいみをもつとともに，それによって国家
独占資本主義がよりよく機能する体制をつくり
だす作用を果したのである」'9）と結論されると
いってよい。
以上のような，財閥解体・農地改革・労働改
革それぞれの個別的検討をふまえて大内氏は最
後に，全体として，戦後改革と国独資との相互
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国独資が,この1930年代に一応成立をみたとい
うのが大内説のまず基本前提といってよい。こ
の点は「断絶説」を主張される大石氏の論文に
よっても大枠は認められており，「そこで述べら
れている１５年戦争下での『国家独占資本主義的
な変革』の現象そのものは,ほぼ通常指摘されて
いる事柄である｣22)と是認されているし,例えば
氏自身も「戦前以来の国家独占資本主義的再編
一とくに１９３６（昭和１１）年～3８（同１３）年以
後の戦時国家独占主義｣23）という使い方をされ
ている。その点では，少なくとも「現象そのも
の」としてはこの１９３０年代期に日本において国
独資の成立をみたことはほぼ共通に確認されて
いるといえるが，その場合，大石氏の論文には
国独資成立のメルクマールは決定的に欠落して
いるため，３０年代に成立をみた国独資のメルク
マールは大内説の中にさぐる以外にはないのは
当然といってよい。それはすでに簡単にみたよ
うに，①重化学工業的基盤の形成②特有な財
政・金融政策の展開③階級関係の宥和という体
制的課題の出現,という諸点24)であり，したがっ
てまずこれら諸点が国独資の主内容として確定
されていく必要があるが，そうすれば，そこか
ら以下のような諸論点のさらに立入った考察が
導出されることにならざるをえない（１）。
(1)30年代に形成をみた新しい重化学工業的
発展の内実一①第１次大戦が日本資本主義の
産業構造に与えたインパクトの洗いだし25)，②
戦後重化学工業化の具体的産業構造，および原
料･製品輸出入に関わる貿易構造26),③その産業
的転換を可能にした，国家の財政・金融に関わ
る総体的な経済政策の変化および効果。(2)金本
位制の停止＝管理通貨制への移行にともなう，
フイスカルポリシーの体系的展開を基軸とする
戦間期国独資の財政・金融構造27)－①第１次
大戦による在外正貨の蓄積とそれによる積極的
な財政・金融政策の展開，②金解禁一再禁止プ
ロセスでのその具体的動向および赤字財政の具
体的進展とインフレ政策の展開，③昭和恐慌→
高橋財政→戦時財政・金融政策の現実的推移。
関係を以下のように総括される。
「……国家独占資本主義の発展が改革の内容
をなすような事態を用意しており，改革はそ
れを一挙に前方におしすすめる役割を果すこ
とによって，国家独占資本主義にいっそう適
合的な制度・体制がつくられた，というのが
戦後改革の一般的な歴史的意義であったと考
えるべきなのである｡｣20）
つづめていえば,①1930年代で日本に国独資
的発展がみられ，その原型が形成されたこと，
②その発展を継承してその延長上に戦後の体制
が連続していること，③しかしそれは戦後改革
によって「一挙に前方におしすす」められたこ
と，④その点で戦後改革は国独資に適合した制
度・体制をつくったといえること，という諸点
が明確化されているのであって，ここに大内氏
の基本的理解がほぼつくされているといえよ
う。
〔２〕そこで次に，以上のような大内氏の把
握を前提としつつ，問題としてさらに考察を深
めるべき論点を析出していくことにし，そして
その中で「断絶説」の論点もそれに対置させて
検討することにしよう。さて大内氏の論理構成
のまず第１の基本軸をなしているのは，1930年
代以降の日本資本主義の諸変化を国家独占資本
主義としての発展としてとらえる点である。
そしてその場合，この３０年代以後の国独資的
発展の内容としては，すでにみたように，①
まず最も基礎的には「本格的な重工業の展開」
に求められつつ，②その機能面では，金本位制
の離脱にともなう，インフレ政策・赤字財政・
低為替政策などの特有な財政・金融政策が指摘
されるし，さらに③そのような諸機能の背景と
して，体制危機の回避をめざす階級宥和策の不
可避性という本質性の存在が示される。つまり，
「管理通貨体制を基礎にインフレーション政策
を展開しながら,景気調整をきめ細かく展開し，
完全雇用と福祉国家の樹立をはかるという」，
「労働階級にたいする宥和政策」を通して「体
制の危機を回避しようとする」体制21)としての
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(3)このような諸政策を展開した戦間期「国家」
の体系的課題28)－－①体制的危機に対応した
「宥和」政策の遂行者たる「現代国家」の性格
分析，②満州事変以後の，世界および国内の階
級諸関係動向の具体的フォロー，③国家の，政
治．社会・労働面での諸政策における特質づけ
と変動過程分析，④具体的には，大正デモクラ
シーの動向29),昭和恐慌下の農村救済政策,小作
争議・労働争議の動きと国家のそれへの対応分
析30)。(4)国独資の基本規定明確化31)￣①その
政策体系の，国独資の￣般的理論規定による検
証と確証，②日本における国独資成立の証明と
その特質およびその成立メルクマールの確定。
以上，1930年代において日本に国独資が成立
し展開したとする大内氏の説明の第１の論理構
成の中からはこのような諸論点を￣応導出可能
といえる○
つぎに大内説の第２の論理構成の軸は，日本
の国独資は戦間期の枠組の中では十分な展開を
とげられなかったという点である○その場合，
大内氏の展開では，のちにもみるように，戦間
期におけるこの枠組上の限界についてはかなら
ずしも明示的とはいえない｡しかしそもそも，
戦後改革が戦前期の国独資の展開を「一挙に前
方におしすすめる役割をはたすことによって，
国家独占資本主義にいっそう適合的な制度．体
制がつくられた｣32)とされる以上,戦前期におい
てはその発展に「適合的」ではない制度・体制
が存在して限界を画していたこと，を間接的に
示しているとも考えられるが，その点はさらに
労働改革の説明の中にヨリ明確にみられる。す
なわち，日本の国独資はファシズムという形を
とらざるをえなかったこと，したがって労働者
諸権利の制限が進行せざるをえなかったこと，
という点で，国独資の￣般的定義にヨリ適合的
なニューデイール型に対する特質が説明される
のであり，結局，大内氏にあっては，戦前期日
本の国独資が戦争体制としてのファシズム体制
にいきつかざるをえなかった点にこそ，戦前期
日本国独資の限界が求められているように思わ
れる。
このような大内氏の理解に対して，「断絶説」
の立場からはこう批判される．すなわち，大内
氏にあっては,「国家独占資本主義の発展に対応
する条件がととのえられなかったことを指摘さ
れながら，ほかならぬ敗戦前の日本の国家独占
資本主義の特質規定の諸要素であるこれらの障
害物を，積極的に位置づけてその段階の日本の
●●●●
国家独占資本主義の特質規定を行なうこと」３３）
はやや弱い，と。その場合，その「障害物」が
はたして，－大石氏の主張されるような
＿日本資本主義に内在化した「型」という発
展のない固定化したものなのかどうか，そして
その内容はどのようなものなのか，などについ
ては大石氏の理解にも疑問は多いが，大内氏の
把握に，戦前期日本国独資における連関構造的
限界の明示がなお弱いことは一応否定できない
ところであろう。
そうであれば大内氏の第２の論理構造一戦
前期日本国独資の発展上の限界一からは，次
のようなさらに立入って考察すべき論点が導出
可能だといってよい（Ⅱ)。
(1)戦前期日本資本主義における産業・貿易構
造の具体的分析－－①産業構造連関および原料
輸入関係にもとづく日本国独資のアキレス腱の
的確な検出,②貿易関係d資本輸出入関係34)にも
とづく，満州・中国・台湾・韓国などへの植民
地圏形成の必然性解明35)。(2)日本国独資がファ
シズムという特殊な権力体制をとらざるをえな
かった点の解明36)＿①ファシズムの一般的本
質規定の明確化，②日本ファシズムの成立背景
と必然性およびその社会的内実の分析，③ファ
シズムと国独資との概念上の相互関係の明瞭
化，④要するに，天皇制一ファシズム－国独資
三者の相互関連の解明。(3)￣以上のことを前
提に－日本の戦前期国独資が戦争へ突入せざ
るをえなかった論理の解明一日本国独資の限
界う，その現実的「克服」の形としての戦争へ
の内的必然性分析。
そのうえで，大内説の第３の論理構成は，戦
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（１）日本国独資の，国独資の一般的規定および
他国に対する特質に関する明示的な解明一①
明治維新以来の日本資本主義の特殊性分析４０)，
②世界資本主義における位置づけから帰結す
る，日本国独資の特殊構造の分析。(2)戦後期に
日本において戦後改革を可能ならしめあるいは
必然ならしめた，日本をめぐる国際環境の特質
解明一①戦間期から第２次大戦およびその終
戦に至る，帝国主義｢連合国」と社会主義ソ連；
およびドイツ・日本・イタリアなどのファシズ
ム国３者間の，政治的・社会的・経済的関連に
ついての構図作定，②その中での，この戦後改
革をもたらした国際環境の現実把握，③要する
に1930年代以後の現代的な国際関係分析41)｡(3)
この戦後改革を前提とした，日本の高度成長要
因の具体的な分析一①大内氏によって指摘さ
れていた，高度成長の「戦後性」と「後進性」
各ファクターの具体的な考察と検証，②戦後改
革の国独資的適合性の現実的な証明，③それら
を通した，戦前期日本国独資の限界とその限界
突破という戦後改革の究極的意義の確定42)。
最後に大内説の第４の論理構成は，もはやあ
きらかなように，それが「連続説」としての構
造をなしていることに他ならない。くりかえし
みてきたように大内氏の議論は，戦前期→戦後
改革→戦後期のプロセスを，日本における国独
資の成立・展開→限界→限界克服→国独資の確
立・発展という，国独資的発展基調の上での，
一連の流れにのった運動過程とみるものであ
り，その点でまさに「連続説」とみてよいもの
であった。
このような大内氏の「連続説」に対して大石
氏は「断絶説」の立場からこう論評される。ま
ず１つとして，戦前期の発展が一応戦後国独資
の「歴史的条件」をなしたにしても，「その再編
は，量的拡大によって戦後の再編へ連続する性
格のものではなく，その間には構造的特質の差
異，すなわち一定の断絶が存在する」43)として，
「連続」をふまえながらも結論的には「断絶」
を主張される。しかし，むしろ逆に，大内氏の
後改革によって国独資的発展への適合的体制が
構築をみたという点に他ならない。この点につ
いては，立入ってみたところだが，要するに，
これらの戦後改革は,戦後の国独資展開に対し，
１つはその経済的諸条件を整備するという点
と，もう１つは政治的な階級宥和体制をすすめ
るという点との２側面により，そのヨリ適合的
体制を形成していく機能をはたしたと把握され
ている。そしてこれらの諸点は大内氏の他の論
稿で,日本資本主義の｢高度成長」を可能にした
「戦後性｣37)の要因として,つとに主張されてい
ることであって，その意味で，戦後改革による，
国独資発展に対する適合体制の構築は，高度成
長要因の形成にもつながっている点が注意され
てよい。
ではこの点に対する「断絶説」からのコメン
トをみると，大内氏の提起される「戦後性」論
点に関しては「個々の諸要因についてはいちお
う肯ける」と認められたうえで，－その意図
がかならずしも明快ではないのだが－大内
説における国独資に対する戦後改革の｢適合性」
の基準に関して，それが，①国独資の一般的規
定と②日本資本主義の具体的な発展過程，との
２つに二元論的に求められていてその関係が不
明確である38)，という一定の論評がうかがえ
る。それに対して大内氏が例えば「特殊性・異
質性も……一般性・連続性のうえに成り立ちう
るものであって，およそそれから切りはなされ
た特殊性・異質性などというものはありえな
い」３９)といわれるのをみると，「特殊性・異質
性｣＝日本資本主義の具体的発展と,｢一般性｣＝
国独資の一般的規定とは当然結びつけられて考
察されるべきであるというのが大内氏の主張だ
といってよいから，その点で大石氏のコメント
があまり意味のあるものとはいえないことにも
なるが，それをやや拡充してみると，大内氏の
以上のような第３の論理構成一戦後改革は戦
後国独資体制に対して適合的であったこと
－からは次のような論点を抽出することがで、
きよう（Ⅲ)。
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説明の中ですでに確認してきたように，戦前期
国独資の展開に一種の制約がありそれが戦後改
革による－挙的処理を必要としたという一定の
「断絶」がありつつも，総体的には戦前→戦後
のプロセスは国独資的発展の線で「連続性」の
性格がはるかに強かったから，大石説は支持し
難い。またもう１つは，この「断絶」の内容に
関して，この戦後改革は「敗戦・占領という特
殊な条件のもとで実現した『上からのブルジョ
ア革命』の完成形態｣“)であり，したがって「社
会構成体｣的には，「明治維新を起点とし第二次
大戦に至る社会構成体の展開を，半封建的構成
をもつ資本制的社会構成体の展開として理解し，
敗戦一戦後改革によって，その社会構成体が崩
壊し新たな資本制的社会構成体として再編され
た｣45)，と把握されるが，このような理解は，「講
座派一労農派」の日本資本主義論争をふりかえ
るまでもなく－のちに若干立入ってみるが
－，①「半封建的構成」という内容自体があ
いまいなこと，②「半封建的構成をもつ資本制
的社会構成体」という概念がそもそも成立しえ
ないこと，③そのような「変革」を「上からの
ブルジョア革命」と規定することはおよそ困難
なこと4`),の３点より,最初から存立不能であろ
う｡
いずれにしても，「断絶説｣の以上のようなア
ナクロニズム性をみるにつけても「連続説」の
正当性が確認できるが，そのうえでこのような
大内説の第４の論理構成からは次の点が，さら
なる検討論点として導出されるべきといってよ
い。すなわち，戦前→戦後改革→戦後のプロセ
スを，国独資の成立・展開→その限界→条件整
備→国独資の確立・発展というロジックの中に
統一的に位置づけつつ，日本国独資の構造・性
格･機能の変質･進行を総体的に解明すること，
これである。まさに，日本における国独資の成
立・展開・確立を一貫した論理の下にあきらか
にする点にこそ，大内説をヨリ発展させていく
方向性があるように思われる。
〔３〕これまでの検討をふまえて戦間期日本
資本主義分析の中心基軸を整理していくことに
しよう。さて，大内説のこれまでの考察を通し
て導出された諸論点を，いま戦間期日本資本主
義の分析基軸の確定という点からさらに整理し
てみると以下の３点に総括することが可能であ
ろう。つまり，まず第１は，歴史的な「タテ」
の時間の流れにもとづく視点で，この戦間期ま
でに日本資本主義が到達した水準が確認されな
ければならない。いいかえれば，日本資本主義
はブルジョア革命としての明治維新以来，産業
資本の確立，帝国主義段階への移行を経ながら
この戦間期に至るまで,どのような発展をとげ，
どのような水準を確保し，さらにどのような制
限・問題点をもちながら展開をとげてきたのか，
ということに他ならない。いわば「戦前期日本
資本主義の到達点」という視点であって，この
点を前提にしてはじめて戦間期での変貌・国独
資的転換の構造と特徴も十分に分析可能になる
といえよう（Ｉ(1)－①，②，Ⅱ(1)－①，③)。
つぎに第２は，世界連関における「横」の空
間的関係にもとづく視点である。すなわち，日
本資本主義もその一環に位置づけられる，世界
的規模でのこの戦間期の歴史的特質であって，
この戦問期のもつ世界史的意義が確認されねば
ならない。いわば｢世界資本主義の現代的変質」
という視点だが，すでに様々に分析されている
ように，この時期は，第１次大戦一ロシア革命
一世界恐慌を背景として，総体として｢現代的」
な資本主義体制を生みだした時期であったが，
そのような世界史的な変質の中で，日本資本主
義も，第１次大戦一昭和恐慌というプロセスで
決定的な影響をまぬがれていないのであるか
ら，この戦間期日本資本主義の特質を分析する
際にも，世界史的なこの「現代的」変質を当然
のこととして前提しておかざるをえないのであ
る。そしてそうであれば，このような世界的な
「現代的」変質の中から形成された体制こそ国
独資に他ならない以上，この視点との関わりで
国独資の一般的規定とそれの日本資本主義への
適用の点もさらに問題となってこよう（Ｉ(4)
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以降の日本経済は，経済外強制に支えられた現
物高率小作料にもとづく「半封建的土地所有｣＝
寄生地主制をその基盤としており，したがって
明治維新は封建的土地所有の編成がえにすぎず
その点で明治政権はブルジョア体制以前の絶対
王政権力に他ならない49)とする。それに加えて，
この明治維新の主体がブルジョアジーではなく
下級武士層であったこともブルジョア革命否定
説の根拠とされており，要するに，①「半封建
的土地所有」の温存＝ブルジョア的土地革命の
欠落および②変革主体の非ブルジョア性，さら
には③明治政権の統治･権力機構の専制的性格，
などが「講座派」における，明治維新＝絶対王
政的再編成説の根拠になっているとみてよい。
それに対して「労農派」では，高率現物小作料
は農民の借地競争の激化にともなうむしろブル
ジョア関係によるものでありしたがって寄生的
地主制も決して封建的土地所有のあらわれでは
なく，近代的土地所有の進展が日本の場合おく
れたことからくるゆがみだとみられた。その点
で明治維新は不徹底であってもブルジョア革命
でありしたがって明治政権もブルジョア体制以
外ではないとされ，そのような日本の後進性に
ともなう「ズレ」は資本主義の発展とともに解
消されるとされる50)のである。
このように考えると,総体的にいってまず｢講
座派」のあやまりは決定的であって以下の点は
疑問である。つまりまず第１に，革命の主体に
ついてである。すでにみたように，「講座派｣は，
日本の場合ブルジョアジーがその変革主体では
なかったから明治維新はブルジョア革命ではな
いとするが，しかし根本的なあやまりは，ブル
ジョア革命の定義をその主体によって規定しよ
うとする点にあるのであって，むしろブルジョ
ア革命51)においては－プロレタリア革命とは
異なって￣その主体ｶﾞなんであるかが直接問
題なのではなく，封建制の末期ですでにある程
度まで伸長してきたブルジョア的関係に対する
阻害要因の撤廃が実現されればそれでよいのて、
ある。そしてその点は，イギリスやフランスの
－①，②，１１(2)－③，Ⅲ(1)－②，(2)－①，③)。
そのうえで第３は－いまの第２の点と関連
するが－，この時期に新たに展開を開始する
日本における現代国家の特質が特に独自の視点
として確保される必要がある。すでにみた，戦
間期の世界的変質を背景として現代国家が出現
するといってよいが，これまでの階級国家一般
あるいは帝国主義国家そのものとは質的に異な
る権力発動様式が生じて，それが戦間期日本資
本主義の方向を大きく決定していくこととな
る。それは例えば，天皇制ファシズムの問題や
戦時統制の形成さらに他方面的な国家による
組織化作用などにおいて重要な作用をはたして
いくわけであって，第２点で確認した国独資規
定ともあいまってこの戦間期日本資本主義の特
質形成を支えていることになろう。その点で，
この視点は，いわば「現代国家の日本的特質」
とでもいうべき視点といってよい（Ｉ(1)－③，
(2)，(3)，Ⅱ(2))。
Ⅱ戦前期日本資本主義の到達点
〔１〕以上，戦間期日本資本主義分析の分析
基軸として,④｢戦前期日本資本主義の到達点｣，
⑧｢世界資本主義の現代的変質｣，。｢現代国家
の日本的特質」の３点を確認した。そこでまず
最初にこのうち,戦間期日本資本主義に対する，
「タテ」の面からの歴史的前提をなした，明治
維新後の日本資本主義の歴史的発展過程から立
入って考察していこう（④)。
まず第１に，日本資本主義の出発点をなした
明治維新47)の歴史的意義とその本質が確定され
なければならない。さてこの明治維新はどのよ
うな本質をもつのであろうか。この点について
はすでに日本資本主義論争48)の中心問題として
きわめて多面的な議論が展開されてきており，
天皇制にたつ明治体制がブルジョア政権である
か絶対王政であるかということ，いいかえれば
明治維新がブルジョア革命であるか封建制の再
編成にすぎないのか，という点が議論の焦点に
なるが，まず「講座派」の議論によれば，明治
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革命でも同様だったのであるが,そう考えれば，
日本の場合，下級武士という封建権力の末端が
その主体であったことが事実としても，そのこ
とが明治維新のブルジョア的性格の否定につな
がらないことは当然であろう。
また第２に，「講座派｣は明治維新によって成
立をみた明治権力の「専制的」性格~これ自
体議論の余地は大いにあるが－によって明治
維新の絶対主義的再編を指摘するが，これは権
力の｢機構的」側面と｢機能的｣側面との転倒で
ある。つまり，「機構」と「機能」が外見上くい
ちがう場合には，その権力体はその段階に基本
的な経済・社会の運営維持を課題としている以
上，それがどのような「機構」をもっているか
－それは手段にすぎない－ではなく，むし
ろそれを通してどんな「機能」をはたしている
かこそが重要になるから，そのズレは「機能」
を基軸として把握されるべきであろう－｢講
座派」は逆である－゜そうであれば，明治政
権ないし天皇制がその機構上いかに「専制的」
であったにしろ，それが現実的に遂行した「機
能」は資本主義の保護育成という資本利害の全
面的実現以外ではなかった－明治以降の資本
主義の急速な発展が否定のしようもない確かさ
でそれを実証している－以上，明治天皇制政
権の本質はブルジョア的なものであったといわ
ざるをえないわけである。
さらに第３に，経済外強制にもとづく「半封
建的土地所有」という「講座派」の中心規定に
も決定的難点がある52)｡まず,高率現物小作料や
土地とりあげが，小作地収得競争をめぐる経済
的メカニズムや，小作料未納に関わる財産権的
自由権にもとづくものである以上それを「経済
外的強制」とは当然いえないし，さらに，「近代
的土地所有」の規定に関しても問題がある。つ
まり，それは，土地が１つの私的な財産所有物
として自由に売買・貸借が許されればよいとい
うことにのみ関わるものであるかぎり，地租改
正によって土地の私有財産化が基本的に確立し
た明治以降の土地所有の本質は，たとえ高率現
物小作料をともなう寄生地主制が存在しても，
もはや「半封建的土地所有」ではありえなく，
「近代的土地所有」の一形態とみる他はないで
あろう。
最後に第４に，「講座派｣説に立脚すると結局
歴史認識上の重大ジレンマにおちいらざるをえ
なくなる。つまり，「講座派｣の理解からすれば
ブルジョア革命はブルジョアジーが主体となる
変革であるからこれを厳密に適用すれば，日本
においてはいまだかってブルジョアジー主体の
体制変革はなかったから，ブルジョア革命は存
在しなかったことになる。そうとすれば「講座
派｣のとりうる選択は２つしかない。ひとつは，
ヨリ正直にブルジョア革命がなかったのだから
現代もなお前資本制的な絶対王政だとみること
であるが，それではまともな歴史感覚を疑われ
るだけであろうし，もう1つは,現代日本は高度
に発展した資本主義でありブルジョア体制であ
るという現実を素直に受け入れつつ，ブルジョ
ア革命はなかったが絶対王政が変革されてブル
ジョア体制がつくられたという，ブルジョア革
命なしの封建制から資本制への転換を主張する
ことだが，体制移行に関するマルクス主義の基
本的把握を否定することになってこれもはなは
だ都合が悪い。要するに，明治維新のブルジョ
ア革命的本質を無視する根本的あやまりによっ
て，「講座派」理論はいまや袋小路に迷いこん
でいるわけである。
したがってそうであれば，明治維新をブル
ジョア革命と把握する「労農派」の相対的正し
さはいうまでもないが，しかしそこに欠点がな
いわけではない。つまりそれは，絶対王政的と
さえみえる現実的諸現象は，日本資本主義のこ
れ以降の発展によって徐々に解消していくはず
だという，いわば日本資本主義の特殊性の軽視
による，特殊性・個別性の一般性・共通性への
還元志向とでもいうべき把握であるが，日本資
本主義の特殊性は資本主義の発展とともに消え
ていくものではなく，日本の明治維新をとりま
く時間的・空間的条件によって性格づけられて
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段階的特徴に決定的に性格づけられているかぎ
り，「労農派｣のいうように資本主義の発展とと
もに消失していくものではないことにも十分注
意されねばならない。要するに，明治維新のブ
ルジョア革命としての本質を明確にしたうえ
で，その日本的特殊性の発生原因とそれ以降の
日本資本主義の展開に対する決定的影響とを構
造的に解明していくことがなお重要だと思われ
る。
〔２〕つぎに，戦間期日本資本主義における
「タテ｣の面での歴史的前提の第２として，１８９０
年代における「日本資本主義の確立｣55)が問題と
なろう。さて日本資本主義は1881年以降深刻な
不況をむかえその中で資本の原始的蓄積が強力
に進展したが,それをふまえて８７年あたりを境
として特に綿糸紡績業を中心に近代的諸産業が
急成長をとげ,ほぼ９０年代をもって日本におけ
る産業資本の確立をみたといってよい。そこで
この産業資本確立の指標をいくつかの点でみて
いくと以下の諸点が重要であろう。
まず第１は産業面の問題であるが，特に綿糸
紡績業はこの時期にめざましい伸長をとげた。
このような発展は国内市場の制覇と輸出の拡大
によるものだが，これによって日清戦争後には
綿糸の輸出高が輸入高を完全に超過して日本資
本主義をこの９０年代に一躍綿糸輸出国におし
あげたのである。
つぎに第２にこのような綿工業の発展に主導
されてこの９０年代には資本制的企業が全体と
して急成長をとげた｡例えば1894-1903年の間
に，会社数は３倍以上増，払込資本金は３倍半
増をとげ，この９０年代,特に日清戦争を経る中
で，日本経済は大きく資本制的生産としての体
制をととのえていったわけである。
また第３に1890年に日本最初の資本主義的
恐慌が発生していることが注目される56)。いう
までもなく，資本制的生産は資本自らでは生産
しえない労働力を商品として処理することに
よって自律性をもって確立するが，この資本に
よる労働力の包摂は他方で「資本の絶対的過剰
いると考えなければならない53)。その点で，「労
農派」は日本資本主義のこの特殊性分析になお
不十分性をふくんでいるのである。
そこで明治維新の本質を考えてみると，天保
以来かなりの程度いわゆる資本の原始的蓄積の
過程がすすんでいたにしるそこから自生的な形
でブルジョア革命につながるほどにはその展開
は深くはなかったことがまず重要である。そし
てまさにこの原蓄の不十分性により，１つはそ
の変革の主体は封建権力の末端である下級武士
にゆだねられたし，もう１つは，この原蓄遂行
を可能にすべ〈新政権は強大な中央集権的．
「専制」的権力をもつものである他はなかった
といってよく，明治維新の成立時期が列強の帝
国主義段階移行期にあたり，その外圧に対する
ために国内的条件未整備のうちに新体制を構築
する必要にせまられたという，その｢後発性｣｢外
発性」に帰因して明治維新およびその後の明治
政権には一種特殊な特徴が刻印されざるをえな
くなったのである。しかしこのように大きな特
質をもちまた不徹底であった－その点で古典
的形態とは落差がある－とはしても，明治維
新のブルジョア革命としての本質はなんらかわ
るわけではないのであって，ブルジョア的関係
の自由な発展をおしとどめる阻害物の除去と資
本主義成立・発展をめざす実質的「機能」作用
という，ブルジョア革命の任務からすると，明
治維新はまぎれもなくブルジョア革命以外では
ありえなかったといってよい。
したがって，その「主体」状況や専制国家的
「機構｣，あるいは「半封建的」とさえいわれか
ねない土地制度という，古典的規定54)とは一定
程度ズレる形をみせているにしても，それは日
本の特殊性にもとづくブルジョア革命の特殊形
態なのであって，その個別性･特殊性によって，
ブルジョア革命としての共通的「本質」が否定
されてはならないのは当然である。しかし他面，
このような日本的特質の明確化も決して軽視さ
れてはならないのであって，この特質は，日本
資本主義の成立・確立をめぐる資本主義の発展
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生産」をもたらし，恐`院を含む景気循環プロセ
スを必然的にする。その点で資本制的恐慌の周
期的勃発こそ資本主義確立の重要なメルクマー
ルだといってよいが，そのような資本主義的恐
慌が日本では，企業熱・投機熱の進行→公定歩
合の上昇→金銀流出→企業破綻のプロセスで，
1890年にはじめて出現しており，その点からも
この時期に日本資本主義の確立が進行していた
と考えられよう。
さらに第４に政治面との関わりでもこの９０
年代は１つの転機であった。つまり，帝国憲法
公布（89年）帝国議会開設（90年）により，内
容的にはいぜんとして地主勢力の利害が貫徹し
てはいるものの，ともかく制度的にはブルジョ
ア国家体制の枠組がつ〈られ資本制的生産を運
営していく権力体制が形成をみたといってよ
い。また，９４年の綿糸輸出税の撤廃や綿花輸入
税の免除なども，綿工業を中心とした産業資本
の確立を政策的に支えた１つのあらわれであ
り，国家政策のブルジョア性を示すものであろ
う。
最後に第５に金融面における資本市Ｉ的編成が
この９０年代に大幅にすすめられたことも産業
資本の確立にとって重要であろう。つまり，ま
ず９０年制定の「銀行条例」によって普通銀行に
対して法規制が与えられて制度的整備がすすん
で国立銀行から普通銀行への転化・発展が完了
するとともに，特殊銀行の設立が進展して銀行
制度の確立57)が確認できる。さらにこれら銀行
制度を支えるものとして，９７年には日清戦勝の
償金を基金として金本位制の確立をみており，
これによって資本主義的自律性にヨリよく適合
した金本位制にそって資本制的生産が展開可能
になったわけである。
ほぼ以上のような発展によって，－重工業
部門での未発展をかかえつつも－日本資本主
義は「だいたい……1897年（明治30年）前後に
産業資本の確立をなしとげた｣58)とみてよいが，
この産業資本確立の意義を「産業革命」をめぐ
る論争59)にそくして確認しておくと，この産業
革命に関しては次の２点が論争点としてとりあ
げられてきた。
つまり，まず第１は，産業革命の時期区分と
も関係するが，産業革命を２つの段階に区別し
て把握するか否かという点である。例えば最も
古典的には，野呂栄太郎氏が主張した，第，次
産業革命＝日清戦争後の軽工業確立一第２次＝
日露戦争後の重工業確立，という２段階説6｡)が
あるが，産業革命の本質的意義が，資本制的生
産の基軸としての労働力商品化の確立という点
にあり，そしてそれをもたらしたものが農村家
内工業の機械制による解体にある以上，野呂氏
のような，技術論的な２段階説は疑問であって，
むしろ，産業革命はこの労働力商品化の確立を
単独の指標として－段階的に把握されるべきで
あろう。
つぎに論争点の第２は，産業革命における，
「生産手段生産部門」と「消費手段生産部門」
との相互関係をどうとらえるかという点に他な
らない。この点については，例えば山田盛太郎
氏は’第'I部門だけではなく第，部門確立も産
業革命のためには必要であり，日本においては
この第’部門の確立は「その素材たる鉄の確保
とその製造技術の成立」を通して「労働手段生
産の見透しの確立」として｢明治３０年乃至４０年
の頃と推断｣されると説明する61)が，しかしこの
ような山田説については，①「見透しの確立」
という定義があいまいなこと，②もし第１部門
の確立をいうとすればそれは第１次大戦まで待
たねばならないこと，③産業革命の本質からし
て第'I部門確立で十分なこと，④原理的な「表
式」論の日本資本主義分析への無媒介的な適用
方法62)に問題があること，などの点て､疑問とい
わざるをえない。
以上，「産業革命が産業革命として歴史上ひと
つの画期をなすゆえんは，それが，農業と結合
された自給的家内工業を決定的に駆逐し，商品
経済を全社会的におしひろげるような生産力を
資本家的企業に与えるとともに，労働力を商品
として支配することを可能にするような基礎を
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の恐慌および10年の中間景気を経て,不況は慢
性化傾向を強めていくのであり，この日露戦争
後の不況では，日清戦争後の恐慌の場合とち
がって，恐慌後の早期かつ明確な立直りがみら
れずむしろその不況の慢性化があらわれてきた
のであるが，このような不況の長期化は，周知
のようにヨーロッパにおいては1873年からの
「大不況」の中でみられ，それは帝国主義化の
契機になったものに他ならない。そして日本の
場合にはそれがヨリ早期にあらわれたわけだ
が，いずれにしてもこの不況の慢性化は景気循
環のパターン変容という意味で，帝国主義化の
重要なメルクマールだと考えてよいのである。
つぎに第４に帝国主義的対外進出と資本輸出
の活発化も重要であろう。たしかにこの時期の
資本輸出の源泉は内国資本ではなく大部分外国
資本（外債など）であって，その意味でそれは
金融資本の蓄積様式に特有な過剰資本にもとづ
くものとはいえないが，しかしだからといって
その帝国主義的性格が否定されるわけではな
い。むしろ，日本がおくれた帝国主義国として
海外列強に対抗していくためには国内での資本
過剰形成をまつ余裕がないまま，興銀・横浜正
金などを通して資本輸出を展開せざるをえな
かったことによるものであり，その点で帝国主
義的資本輸出の日本型だったともいえる。さら
に，この資本輸出の前提あるいはその結果とし
て，朝鮮・中国・満州への政治的・軍事的な対
外進出も活発化するのであり，こうしてこの時
期に，対外的関係についても早期的な帝国主義
化の方向が確認されるのである。
さらに第５に帝国主義財政の展開がこの時期
から明確になっていく。まず①経費動向では，
軍事費・植民地経営費・公債費・産業助長費・
社会政策費などの帝国主義的経費を中心に激増
している(1900年＝２．９億円，１０年＝5.6億円，
２０年＝13億円）し，つぎに②租税については，
経費膨張に対応した税収増大のために日露戦争
以後の数度の税制改革によって増税＝租税負担
の増加がすすめられ，その中で，1920年の改正
与えた点にある」６３)という産業革命の本質に照
らして，衣料生産を中心にして機械化を完成し
た日清戦争後をもって，日本における産業資本
の確立＝産業革命をとらえておきたい。
〔３〕ついで第３に，戦間期日本資本主義の
「タテ」の面での歴史的前提として，独占体の
形成＝帝国主義段階への移行・成立が検討され
ねばならない。さて日露戦争の勝利をテコに早
くも1910年代に入ると帝国主義段階への推転
を開始するがこの帝国主義化の指標をいくつか
の点で確認しておこう64)。
まず第１は，この1910年代に資本の集中･集
積およびそれにもとづく独占体の形成がはじ
まっていることである。つまり日本の場合独占
化は主にカルテル形成運動として進展していく
ことになるが，特に，①精糖業②人造肥料業③
石油業④製紙業⑤紡績業など近代的産業部門で
の資本・生産の集中と独占化がみてとれる。い
うまでもなくこの時期のカルテルはまだその内
部統制がそれ程強くはない－その点で第１次
大戦後の独占体とは強さは異なるが－にして
もカルテル形成をもたらすような大企業の発展
がみられることは帝国主義化の基本的基礎とま
ずいえよう。
また第２に，このような大企業発展の中で財
閥65)が新しい独占体としての体制を整えてきた
のもこの時期である。つまり，この財閥は日本
における金融資本の１つのパターンをなすもの
だが，これまではきわめて強い同族支配と内部
金融という閉鎖性をその特徴としてきたのに対
し，この時期一のちの株式の公開などという
３０年代のそれとは比較にはならないが－一
定の近代的形態へと組織がえしていく姿（例え
ば関係事業の独立株式会社としての分離と持株
会社の設定など）がみてとれ，その点でも，綿
工業独占とならぶこの財閥においても近代的独
占体への転化が確認できるといってよい。
そして第３に，このような独占化が景気循環
の面では，１０年以降`慢性的不況という特有な現
象を呈していくことになる66)｡つまり，０７－８年
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によって，帝国主義段階に適合的な累進制の所
得税が税収の第１位を占めるに至ったことが注
目されてよい。さらに③公債については，この
税負担の増大も経費膨張傾向にはおいつかない
から特に第１次大戦後公債の累積化傾向が定着
していくとともに，０９－１０年の恐`慌における低
金利にともなう公債借換えにさいして東西有力
銀行による公債引受シンジケート団がはじめて
結成されたことも注目されよう。その他，１１年
には関税定率法の改正がおこなわれて関税引上
げがすすめられ，単なる収入増加を目的とした
とはいえないカルテル関税への傾斜も指摘でき
るが，このように経費・租税・公債の各面にわ
たって帝国主義的財政がこの時期から展開しは
じめていることが確認できる。
また第６として農業の問題をみるとつぎの２
つの面から帝国主義的特徴があらわれてくる。
つまりまず１つとして，０７年恐慌およびその後
の長期不況を契機として農業が長期的な不況に
おちいったことで，いわゆる「農業恐慌｣＝「農
業問題」６７)の本格的発生をみたことに他ならな
いが，この農業恐慌＝農業問題こそ農業におけ
る帝国主義化にともなう特有な現象形態である
以上，この点からも帝国主義段階への移行がま
ずみてとれる。さらに２つとして，この時期の
農民層分解の動向がいわゆる「中農標準化」傾
向を示してくることであって，この傾向は，い
うまでもなく，帝国主義段階への移行にともな
う過剰人口の形成と農業恐慌の深化によるもの
である以上，この点からも帝国主義化のあらわ
れはあきらかであるが，それを通して，農民層
は，この時期から本格的に展開していく，社会
主義への対抗策たる帝国主義に特有な社会政策
の主要な対象となっていかざるをえない。
しかし，最後に第７に，だからといって日本
の帝国主義化に困難な問題がなかったわけでは
もちろんない。つまり，①日本資本主義の後発
性・低蓄積性により国家による介入・保護がき
わめて強いという「国家主義」的性格，②外国
から外資を輸入しつつ資本輸出をすすめるとい
う「金融的外部依存」性，③米国・中国・ヨー
ロッパを３つの環とする「製品」－「原料」を
めぐる複雑かつ脆弱な貿易・生産基盤の問題，
さらに④高額地代一低賃金の悪循環スパイラル
をもたらす寄生地主制度のはらむ困難性，⑤天
皇制のハードな支配体制にもとづく政治権力機
構の強大化と労働・社会政策の弱体化による支
配構造の緊張度の強さ，などがただちにみてと
れる。その点で日本における帝国主義化には大
きな特異性がはらまれていたのであり，そのよ
うなアキレス腱も決して軽視されてはならな
い。
以上,この1910年代における帝国主義化のい
くつかのメルクマールを指摘したが，このこと
と関連して日本における金融資本の性格づけに
関する論争があるので簡単にフォローしておこ
う。つまり，金融資本の，ドイツを典型として
構成された一般的概念68)と，後進資本主義国と
して国家の強い介入を受けつつしかも対外依存
性が強く，さらに財閥という特殊な企業集団を
中心とする日本の金融資本の特殊性との，相互
関係の確定には固有の困難性がはらまれている
が，このような特有な内実をもつ日本金融資本
の内容把握に関しては以下のような諸説がみら
れる。
まず第１は，日本金融資本の実体を「国家独
占｣におくもの‘9)だが,資本の本来的な私的性格
からしてこのような「国家独占」に金融資本の
主内容を求めるこの方向はまずあきらかに疑問
である。つぎに第２は，その内容を私的資本で
把握したうえで特に財閥を日本金融資本の中軸
とする説７０)だが,この説には，この段階の国内的
産業構造上あるいは対中国関係上きわめて重要
な役割を占めた綿工業独占のあつかいが軽視さ
れつつ強引に財閥支配の一環におしこめられて
いるという点で疑問が残ろう。
さらに第３は，同じ私的独占を中心にしなが
ら帝国主義的独占をむしろ第２説とは逆に綿業
に強く比重をかけて把握する主張71)であるが，
このような「綿業帝国主義」という把握は，財
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資本主義の構造的脆弱化，②政治的には，ロシ
ア革命一社会主義の成立にともなう，資本主義
の，対外および対内的な社会主義への対抗枠
組の構築，さらに③第１次大戦を契機とした，
｢城内平和政策｣たる階級宥和政策，農業自給．
保護政策の展開および戦時統制経済の経験，金
本位制の一時的停止と再建金本位制の弱体化，
などという，資本主義をめぐる新たな変容が発
生し始めた。
その後,このような大戦後の混乱は1924年以
降一応収束をむかえていわゆる｢相対的安定期」
に入るがそれは以下の点できわめて底の浅いも
のであった。すなわち,①このときの，ドイツの
復興→英・仏への賠償金返済→米への戦債支払
という図式で成りたっていた「安定」は，著し
く不安定なアメリカからの資本輸出に依存して
いたこと，②アメリカの強大かつ自己完結的性
格により，アメリカ国際収支の恒常的黒字化
一金のアメリカへの集中と国際的な経済不均衡
は一層拡大したこと，③資本の再生産過程もし
くは金による規制の度合いをうすめた,｢金地金
本位制」や「金為替本位制」を中心とするこの
時期の再建金本位制が，国際経済に対する自動
的な不均衡調節能力を欠いていたこと，の諸点
であり，この限界は１９２９年の世界恐慌75)となっ
て現実化した｡さてこの恐'|荒は,アメリカにおけ
る耐久消費財部門の動向や連邦準備制度の特質
に帰因して，まずさしあたりアメリカの大恐慌
として発生したが，しかしこのアメリカの大恐
慌は「アメリカ」だけの恐慌にとどまらずただ
ちにつぎのルートを通って「世界」の大恐慌と
なって波及していくことにならざるをえなかっ
た｡そのうちのまず１つは,アメリカの株式ブー
ムの進展→利子率騰貴→アメリカの資本輸出の
急縮・還流→ドイツ経済への打撃→英・仏資本
主義の混乱，というプロセスでまず西ヨーロッ
パが恐慌へとおちこむ。また２つめは，アメリ
カからの資本輸出の停止→後進農業国における
輸出貿易金融の破綻→ヨリ本格的な農業恐慌へ
の突入，というプロセスで後進農業国も，アメ
閥の流通．金融部門にはたす金融資本としての
役割が軽視されるとともに，日露戦争以後の帝
国主義化に対する重工業の発展の意義がみすご
されざるをえないという難点をもつ。
また第４は，日本金融資本の内実を財閥と綿
工業独占の二本立で考える「日本金融資本２類
型｣説72)で，この見解では，綿工業独占を，金融
構造の自己金融的性格や資本輸出としての「在
華紡｣の点などから,財閥からは相対的独自性を
もつ１つの金融資本としてとらえながら，財閥
とこの綿工業独占との相互独自性と補完性の中
に日本帝国主義の特質をみようとしている。し
たがって財閥と綿工業独占との，相対的自立性
と補完性を的確に把握している点でこの説は評
価できる。
最後に第５として，いまみた「二類型」にさ
らに電力独占体を加えて日本帝国主義の内実を
とらえる「３独占体併存｣説73)があるが，この時
期の日本帝国主義の全体的再生産構造の中で占
める位置および対中国への関わりの点などの面
で，この電力独占体はなお弱く，財閥．綿工業
独占体などと「併存」させて独立に処理しうる
かについてはなお検討を要しよう。
以上，日本資本主義はこの1910年代におい
て，主に財閥資本と綿工業独占とを中核として
帝国主義化をとげたのであり，これ以降戦間期
において国独資的な変容をとげる前提を形成し
たといってよく，戦前期日本資本主義の到達点
に至ったわけである。
Ⅲ世界資本主義の現代的変質と現代国家
〔１〕ここでは戦間期日本資本主義を同時代的
な「横」の次元から性格づけた，世界資本主義
の構造的変容とそこから生じてくる現代資本主
義および現代国家の特質をまとめていこう。さ
て世界資本主義の現代的変質にとってまず第１
の契機をなしたのは第１次世界大戦であろ
う74)。つまり，この戦争を通して，①経済的に
は，英・独資本主義の退潮と自己完結的性格を
もつアメリカ資本主義の決定的台頭による世界
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リカで発生した恐`慌に大きくのみこまれていく
のであって，ここに世界恐慌として全面化する
のである。
ところでこうなると世界資本主義は大きな対
応策をせまられざるをえない。つまり，まず第
１に，いまみたように世界の資本主義が大恐慌
にみまわれ国民総生産・所得の激落，物価の低
下，倒産・失業者の急増などを余儀なくされた
から資本主義そのものによる経済原則自体の維
持そのものが困難になるという経済的ピンチに
おちいるとともに，社会主義の成立が国内階級
闘争の激化に拍車をかけ，この経済混乱が社会
主義運動を激化して資本主義の社会主義的変革
につながる政治的危機が進行したから，この３０
年代に入って世界資本主義は体制自体の根本的
危機をむかえたとみてよいのである。まさにこ
のような体制的危機への処理対応として資本主
義の現代的変質がすすめられていくのである
が，直面する危機の内容に対応して，その変質
は，①１つは経済的危機を克服するものとして
の，資本蓄積促進策たる景気調整策と，②もう
１つは政治的危機を回避するものとしての，各
種政治・労働・社会政策たる階級宥和策の前面
化，に他ならない。そこで次にこの資本主義の
現代的対応形態の代表例としてアメリカの
ニューデイール政策７６)の展開を簡単にフォロー
しておこう。
さてニューデイール政策の展開は一応次の４
期に区分することが可能と思われる｡すなわち，
④第１期＝「個別的救済政策」（1929～35年）
－健全財政と国家の不介入を前提とした，応
急処置的な個別対策がとられたにすぎず,「全国
産業復興法｣(ＮＩＲＡ，３８年)や｢農業調整法」
（ＡＡＡ，３３年）などによる，賃金上昇･価格支
持政策が追求されたが，いずれも相互関連が弱
く，経済の自動回復力を期待した古典的なもの
であったため効果は小さかった｡⑧第２期＝｢ポ
ンプの呼び水政策」（PumpPrimingPolicy，
35～37年)－赤字財政の展開にもとづいて資
金撒布＝財政スペンディングをおこない，その
中で政府が人為的に有効需要を創出することに
よって，一方で，過剰資本の解消・稼動化＝利
潤と投資の誘発と，他方での，雇用保証・消費
需要の拡大を期待するとともに，いわゆる「乗
数効果」を通して社会全体での景気回復・上昇
への連鎖が展開されたが，この段階の資本主義
には景気回復の自律性がもはや失われていたか
ら，政府によるこの初発的な刺激効果の実現に
はなお限界があった。
◎第３期＝｢補整的財政政策｣(Compensatory
FiscalPolicy，３７～39年)－もはや単なる景
気回復の初発的インパクト付与だけにとどまら
ず，政府が資本の再生産過程にいわば恒常的に
くみこまれつつ，失業対策費・公共事業費・農
業保護費・社会保障費などの支出を通して，不
断に不足する有効需要を継続的に補完していこ
うとする体制に他ならず，ここに，国家の経済
活動への介入が定着をみるが，この「補整的財
政政策」は結局「軍事財政政策」に帰結する以
外になかった。⑪第４期｢軍事財政政策」（39年
以降一直面している不況の原因が供給超過に
もとづく資本過剰にあるかぎり，財政資金の軍
事への支出という軍事財政こそ，過剰資本の解
消→景気回復にとって最も効率のよいことが事
実としてあきらかになってきた－時を同じく
して展開し始めた第２次大戦とも歩調をあわせ
て~ためアメリカのニューデイール政策は，
この「軍事財政政策」の局面に至ってはじめて，
不況脱出というその目的をある程度実現できた
といってよい。
ところで，以上のような，ニューデイールに
みられる新しい景気政策の展開を支えるものこ
そ管理通貨制77)に他ならなかった｡つまり,再建
金本位制という枠組のゆるんだ金本位制である
にしろ，そこでは銀行券発行には金属および金
為替の裏づけが残りまた対外関係においては党
換も維持されたから，政府は赤字公債の中央銀
行引受けによる赤字財政政策を十分に展開させ
ていくわけにはいかない。そこで，その制約を
解除するものとして，発券の金属および金為替
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〔２〕そこで現代資本主義の構造に決定的重要
性をもつ｢現代国家｣79)の特質に目を移すと駅こ
の国独資のもとでは国家による体制の組織化・
統合化がめざされる。つまりこれまでみてきた
ように第１次大戦一世界恐慌のプロセスで発現
してきた資本主義の体制的危機の中で，金融資
本は自らが資本主義組織化の主体である能力と
資格とを喪失し，資本自らでは体制を維持して
いけないことを暴露したといってよいが，そう
であれば金融資本に代って体制組織化の主体と
なりえるのは「国家」以外にはないのであり，
ここに,資本による,国家への体制組織化機能の
「委譲｣８０)が生じていく。こうして国家は資本主
義体制の組織化主体として前面化するのであ
る。
その場合，国家は，すでにみた「資本蓄積促
進策」および「階級宥和策」を展開するが，そ
の基礎でもありその促進策でもあるものとし
て，国家による，政治・社会的次元での「労資
同権化」機能が特に重要である。すなわち，国
家は，労働者階級と資本家階級との本来和解し
えない基本的対立関係を，階級闘争の激化一体
制の実力的変革というかたちに導くことなしに
一種の圧力団体間の多元的利害の１つに還元
し，そのうえでそれを議会による政策樹立・変
更および政権獲得レースのルートに組みこむこ
とによって利害調整問題として機能的にコント
ロールすることをはかる。それはいわば，労働
者と資本家という，同一の基準に解消しえない
対立要因を，政治的主体・市民として同一のも
のとみなし，そのうえで，その利害対立を，議
会という同一基準平面における数量的把握にも
とづいて処理しようとするものであり，その意
味でまさしく「労資同権化」という方向に他な
らないが，その同権化実現のためには，労働者
階級に対し基本的に資本家階級と同じ資格の権
利が，例えば平等参政権・労働基本権・労資協
議制などの形で付与されざるをえないのは当然
といってよい。要するにこうして，国家は，国
家権力という「高権」を根拠にして，労資の同
による基礎づけおよび党換を禁止して，通貨発
行を政府の政策的自由裁量の下におく管理通貨
制が登場・定着していく。
そしてこの管理通貨制にあっては，①まず金
輸出入の禁止・党換の停止により，１国の再生
産機構を対外関係から遮断し，②つぎにその中
で通貨発行の量・時期・方向性などを政策的・
人為的に調整することによって，③国内での金
利・信用供与量・物価水準・雇用量などを政治
的配慮のもとに変動させることが可能となり，
④そのことによって１国の再生産規模をコント
ロールしつつ景気回復一不況脱出を実現できる
という本質的効果･意義がみてとれるが,ニュー
デイールに代表されるスペンデイング政策の新
しい本格的展開は，まさにこのような金本位制
の停止と管理通貨制を条件としてはじめてなし
とげられたといえよう。
こうして，世界恐慌一ニューデイールなどの
不況脱出政策の中で，資本主義体制は大きな現
代的変質をとげていわゆる国家独占資本主義と
いうかたちをとるに至った。すなわち，一方の
＠ロシア革命一社会主義一階級闘争激化という
「政治的危機」に対しては，完全雇用政策，政
治・社会的同権化政策，社会保障政策の展開を
通して「階級宥和策」をすすめつつ，他方の⑤
世界恐慌一経済停滞一資本の収縮という「経済
的危機」に対しては，公共事業政策，有効需要
創出策などの｢資本蓄積促進策」を展開するとい
う，これらの二正面作戦を手段として，その体
制自体の危機を政治・経済・社会的な国家によ
る組織化によって克服しようとする資本主義の
体制こそ，まきにこの国独資78)に他ならない｡そ
の意味では,この国独資は国家が主体となった
－国家の問題はのちに立入ってみるが－－
組織化・統合化作用によって資本主義体制の
危機をのりきろうとする，一種の「反革命」体
制なのであり，まさしくそこにこそ変質の｢現代
性」がみてとれるが,さらに，この資本主義の現
代的変質は国家そのものの現代的変質に決定的
に関連していることはいうまでもないであろう。
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権化をはかりつつ，資本主義の対立矛盾を階級
対立の激化一体制変革という形ではなく，議会
における，同一の権利をもつ｢市民」同士の利害
対立と調整という形で処理することによって資
本主義の安定化・延命化をめざしているのであ
る。まさにこの意味で，国独資においては，国
家は体制組織化・統合化の主体であり，そして
そういう機能をもつものとして,「国独資｣＝｢反
革命体制｣の主体となっていると考えられよう。
このような新しい機能をもつものとして現代
国家は決定的な変質をとげたといってよいが，
しかしそれは国家の本質に変質が生じたのでは
なくまさにその貫徹なのだという点が重要であ
ろう。これまでのマルクス主義の通説では－
マルクスというよりはむしろエンゲノレス→レー
ニン国家論の過度の影響があって－国家を，
資本家階級が労働者階級を抑圧して利害貫徹を
はかるための１つの手段・道具＝暴力装置とす
る考えがきわめて強いため，いまみた現代国家
の新しい機能は，本来の資本主義国家からの大
きな変質・修正だとみなされがちである。しか
しそうではない。
そのような理解になるのは国家があまりにも
「道具説」的に把握されてきたからであって，
国家を1つの関係・機能という点でとらえる視
点が弱かったからに他ならない81)。いいかえれ
ば，国家が現実的にどのような「機能」をはた
しているかということと，それがどの階級に｢帰
属」しているかということとは別のことであっ
て，ある特定の段階の国家がその段階の支配的
階級の利害を「機能」として結果的に保証して
いることは当然としても，だからといって，そ
の国家が実体的な「道具」としてその支配階級
ににぎられるという形でその階級に「帰属」し
ているわけではない。もしそうであれば，それ
はその階級の「政治委員会」ではあっても，公
権力としての「国家」の資格には欠けよう。と
いうのも，国家が，各個別の階級から区別され
て公権力を保有し，他の権力を超越する「特別
権力関係」を発揮できるのは，それが，体制全
体の維持者･統括者としての｢全体性」「中立性」
を－外見的にではあれ－もち,したがって，
国民各層からの，体制全体のオルガナイザーと
しての｢正統性｣を維持しているからに他ならな
い。つづめていえば，それが体制の組織者たる
正統性を保有するかぎりで公権力としての国家
たりうるのであって，それが現実にどの階級に
どのような機能をはたすかはそれ以後の二次的
問題というべきなのである。
こう考えると，国独資になってはじめて急に
国家の本質が変化して，資本による階級支配の
道具から体制全体の組織者に変容したわけでは
ない。そうではなく，それは，本来体制全体の
組織者であるべき国家が，現代における資本主
義体制の危機をむかえてあらゆる戦線でその前
面に登場せざるをえなくなったことのあらわれ
であり，したがってその意味で，現代の体制の
危機がそれだけ大きいとともに，この現代国家
こそ，国家の体制全体の組織者としての本質を
最もビビットに表現していること，がそこにみ
てとれよう。
以上，現代資本主義の「反革命」的特質の重
要基盤をなしている現代国家の特殊性をみてみ
たが，それが現代資本主義の基軸をなすという
意味で，この現代国家の特質も，両戦間期日本
資本主義分析の１つの重要テーマとなることは
いうまでもないであろう。
〔３〕最後に，このような世界資本主義の現代
的変質と日本資本主義との関わりを簡単にまと
めておこう。これまで，以上のような第１次大
戦後の資本主義の政治・経済・社会的変容の特
質を特にアメリカを対象にみてきたが，このよ
うな変質がそのまま日本にもあらわれてきたわ
けではないのはいうまでもない。まずなにより
も資本制的生産発展の発展水準程度における米
日間の格差が決定的であるし，またそこからで
てくる，アメリカ＝「民主主義」型，日本＝天
皇制という政治体制の差も無視できないうえに，
さらにそれに規定される，国家による国民組
織化・統合化の方策あるいは労働対策の展開に
第３４号昭和６０年金沢大学教育学部紀要（人文科学・社会科学編）7０
う「資本蓄積促進策」が実行された。さらに他
方では，特に農村救済という名目で，時局匡救
対策・農村救済土木事業・負債整理事業・農村
更正運動などが，不十分ではあれ，階級宥和策
の一環としてくりひろげられたのであり，その
点で，日本でもこの時期に国独資的転化をとげ
たという，ヨーロッパ・アメリカとの同質性が
みてとれよう。
最後に第４に，戦時体制の展開という面でも
一定の共通性が確認できる。例えば日本では，
1937年以降，「輸出入品等臨時措置法」「臨時資
金調整法」「国家総動員法」などを通して物資
・資金・労働力の全面的国家管理がすすむとと
もに，その後４０年の｢新体制運動」の高まりや
「大政翼賛会」創立・「大日本産業報国会」設立
などによって，国家による，戦時統制体制を通
す体制の組織化は完成をみる。こうして，日本
の場合，ファシズム型としてその統制のハード
さの度合いはヨ|)大きいとはいえ，国独資の進
.展→統制経済化という，戦間期資本主義に一般
的に共通した事態の日本における進行がほぼ検
出できる。
以上，第１次大戦後世界的規模でおしすすめ
られた資本主義の現代的変質が－やや形をか
えてではあるが一日本においても貫徹されて
いった点を確認してきた。このようにして，戦
間期日本資本主義は，世界資本主義の現代的変
質を，その歴史的前提の｢横」軸として受容して
いかざるをえないのであり，その点でそれは戦
間期日本資本主義分析の重要視点として位置づ
けられなければならないといってよいのである。
もちがいが生じてくるのは当然である。したが
って，資本主義の現代的変質の形態に関する両
者のちがいは重視される必要があるが，しか
しそうだからといってそこにある共通性も決
して見おとされてはならない。
まず第１に，第１次大戦の影響を日本もほぼ
同じように受けた。この点は２つからなり，１
つは，戦争遂行のための国内支配体制の維
持・確立一ヨーロッパの「城内平和」政策ほ
ど明確ではないが－の諸方策が展開し始める
とともに，第１次護憲運動の波とも重なって，
一定の労働者宥和策もでてくる。またもう１つ
は，この大戦後の好況が日本資本主義の重工業
化一国独資の成立基盤形成をおしすすめた効果
が重要であって，その点で日本でもこの第１次
大戦の，資本主義の現代的変質に対して与え
た影響はヨーロッパ・アメリカと同形の意味を
もつ。
つぎに第２は，世界恐慌が日本にも昭和恐慌
として波及し，それが例えばアメリカのニュー
デイールとほぼ同様な対応を国家にせまった。
つまり，世界恐慌は，生糸輸出の減退一貿易収
縮,金解禁による金流出などのルートを通して，
すでに戦後不況一金融恐慌というかたちで慢性
的停滞にあった日本資本主義に決定的打撃を与
えたが，それによる危機的状況は，金融資本に
代わる，国家自らによる資本主義体制組織化を
必要とした。こうして体制的危機に対応する国
家による組織化要請という事態は，日本でもほ
ぼ同じ形をとらざるをえなかった。
さらに第３に,このような中で,危機克服策と
して日本でも，労働者階級宥和策と資本蓄積促
進策とが国家による組織化機能の２本柱として
展開されていく点がヨーロッパ・アメリカの場
合と共通である。すなわち，1931年１２月の｢金
輸出再禁止」「銀行券党換停止｣による金本位制
停止＝管理通貨制への移行を前提として，高橋
財政下での赤字公債発行によるスペンデイング
政策がおしすすめられ，その中で,一方でまず，
満州事変にともなう軍事産業化と公共事業とい
おわりに
これまで本稿では，戦間期日本資本主義分析
のための基本視点の検出をこころみてきたが，
その結果つぎの２つの視点が重要なものとして
確認された。つまり１つは，戦間期日本資本主
義を「タテ」の面から規定する日本資本主義の
特殊性であって，それは多面的な構造をもつ，
帝国主義段階へ到達した日本資本主義の現実で
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ある。したがって戦間期の分析もまず帝国主義
としての特質一しかも日本的特殊性をはらん
だ－が当然のこととして前提されねばならな
い。そしてもう１つは，戦間期日本資本主義を
｢横｣の面から制約する，現代資本主義の特殊性
に他ならず，そこでは第１次大戦後における資
本主義の現代的変質がふまえられる必要がある。
その意味では，戦間期の分析に対してはさら
に資本主義の現代的特質がもう１つそこに重ね
られて考察されることが不可欠であろう。
要するに，戦間期日本資本主義は，「日本帝国
主義の特質」と「現代資本主義の特質」との構
造的相互連関の中で分析されねばならないので
あり，まさにその構造的接点にこそ，戦問期日
本資本主義の｢歴史的前提｣があると考えられる。
14）前掲，大内「戦後改革」５２－４頁。
15)，１６）前掲，大内「戦後改革」５６頁。
17）前掲，大内「戦後改革」５８－９頁。
18)，１９）前掲，大内「戦後改革」６０頁。
20）前掲，大内「戦後改革」６１頁。
21）前掲，大内「戦後改革」５２頁。
22）大石嘉一郎「戦後改革と日本資本主義の構造変化」
（前掲，『戦後改革』第１巻所収）７１頁。
23)，大石「構造変化」９３頁。
24）大内氏の日本における国独資成立に関する立入った
説明については，さしあたり前掲『日本経済論』上
２７０－７５頁などをみよ。また,国独資一般の本質的規
定および諸論争に関して詳しくは，大内『国家独占
資本主義』（東大出版会，1970年)がなによりも参照
されるべきであろう。さらに，揖西・加藤・大島・
大内『日本資本主義の没落』（東大出版会，1963年）
もこの時期の全体的特徴の把握に対して参考にな
る。
25）1920年代史研究会編『1920年代の日本資本主義』(東
大出版会，1983年）第１．４章，前掲，山崎編『両
大戦間期の日本資本主義』第１章，前掲，橋本『大
恐慌期の日本資本主義』第１章，講座『帝国主義の
研究』６（青木書店，1973年）第１章，などを参照
のこと。
26）貿易構造に関しては，前掲，山崎編『両大戦間期』
第６章，石井寛治他編『近代日本経済史を学ぶ』下
（有斐閣，1977年）第III章５をみよ。
27）この時期の財政・金融構造については，前掲，１９２０
年代史研究会編『1920年代』第３章，前掲，山崎編
『両大戦間期』第４章，などに詳しい。また，特に
在外金融の特徴については安藤良雄編『両大戦間の
日本資本主義』（東大出版会，1979年)第１章が，さ
らに金解禁に関しては，前掲，石井他編『学ぶ』下
III章２が，参照されてよい。
28）この段階の国家諸政策の展開の内容については，さ
しあたり安藤良雄編『日本経済政策史論』下（東大
出版会，1976年）をみよ。
29）大正デモクラシーの歴史的意義の立入った分析につ
いては，粕谷信次「『大正デモクラシー』と日本国
家独占資本主義」（日高普他編『マルクス経済学』東
大出版会，1978年，所収)が適切な解明を行なって
いる。
30）昭和恐慌下における農業問題の激化およびそれに対
する国家の諸対策に関しては，前掲，石井他編『学
圧
１）この戦間期日本資本主義分析の方法論的議論につい
ては，例えば，武田晴人｢1920年代史研究の方法に
関する覚書」（『歴史学研究』第４８６号)，橋本寿朗｢戦
間期日本資本主義分析の方法」（『歴史学研究』第５０７
号)，山崎隆三編『両大戦間期の日本資本主義』上(大
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期の日本資本主義』（東大出版会，１９８４年)序章，な
どを参照せよ。
２）戦後改革の内容･意義･背景などについて詳しくは，
東大社研編『戦後改革』全８巻（東大出版会，
１９７４－５年）をみよ。
３）前掲，『戦後改革』第１巻所収。また，大内氏の所説
については，大内『日本経済論』上（東大出版会，
1962年)，大内｢『戦後改革』への２つのアプローチ」
（東大社研『社会科学研究』第２１巻第５．６号)，
なども参照のこと。
４）前掲，大内「戦後改革」１６頁。
５）前掲，大内「戦後改革」１９頁。
６），７）前掲，大内「戦後改革」２０頁。
８）前掲，大内「戦後改革」３０－１頁。
９）前掲，大内「戦後改革」３３頁。
10）前掲，大内「戦後改革」３４－６頁。
11）前掲，大内「戦後改革」３８頁。
12）前掲，大内「戦後政革」４０頁。
13）前掲，大内「戦後改革」４９頁。
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シズム期の国家と社会Ｉ昭和恐慌』（東大出版会，
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32）前掲，大内「戦後改革」６１頁。
33）前掲，大石「構造変化」８９頁。
34）資本輸出入の動向と問題点については,例えば前掲，
山崎編『両大戦間期』下第７章などをみよ。
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会編『1920年代』第８章，前掲，山崎編『両大戦間
期』下第５章，などを参照。
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掲，石井他編『学ぶ』下補論「近代天皇制論（Ⅱ）
－日本ファシズム論｣，『体系･日本現代史』（日本評
論社，１９７８．７９年）第１．３巻，など。
37）この大内氏の「戦後性」からする高度成長の説明に
ついては，前掲，大内『日本経済論』上297-8頁を
参照のこと。
38）前掲，大石「構造変化」７４頁。なお，大石氏の，戦
前期日本資本主義の「特殊性」理解について詳しく
は，講座『今日の日本資本主義』回(大月書店，１９８１
年）第１章をみよ。
39）前掲，大内「戦後改革」１７頁。
40）日本資本主義の全般的な発展過程およびその特質に
関しては，なによりも，前掲，揖西他『双書日本
における資本主義の発達』全13巻が参照されるべ
きであろう。
41）戦間期の国際関係分析については，斉藤孝『戦間期
国際政治史』（岩波全書，1978年）を参照のこと。
42）この戦後改革の総体的な意義については，前掲，東
・大社研編『戦後改革』全８巻が最もすぐれた分析を
提供してくれよう。
43)前掲，大石｢構造変化｣９３頁。また前掲，『今日の日
本資本主義』回４１－２頁をもみよ。
44）前掲，大石「構造変化」９５頁。
45）前掲，大石「構造変化」９７頁。
46）いうまでもなくこれらの問題は「日本資本主義論
争」の中心論点であり，大石氏はあきらかにその中
で講座派理論に立っておられるが，これへの批判に
ついて詳しくは，例えば，前掲，揖西他『日本にお
ける資本主義の発達』第１巻第２章，大谷瑞郎『幕
藩体制と明治維新』（亜紀書房，1973年)11,などを
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しては向坂逸郎『日本資本主義の諸問題』（育生社，
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49）例えば，前掲，山田『分析』（文庫版）３３頁，225頁
など。
50）前掲，向坂『諸問題』参照。
51）ブルジョア革命の本質およびその主体について詳し
くは,前掲,揖西他『資本主義の発達』第１巻203-11
頁を参照のこと。
52）「経済外強制」「高率小作料」「近代的土地所有｣など
に関する，後進資本主義としての日本における特殊
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67)農業恐`慌＝農業問題の発生について詳しくは，前掲，
大内『農業恐慌』第４章を参照。
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